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平成 14 年 4 月 19 日平成 14 年 2 月期 個別中間財務諸表の概要

上場会社名 上場取引所 東京証券取引所（市場第二部）株式会社メガネトップ
コード番号 ７５４１ 本社所在都道府県 静岡県

問合せ先 責任者役職名 取締役 管理本部長

氏 名 前 島 淳 一 ＴＥＬ (054) 285─8000

中間決算取締役会開催日 平成 14 年 4 月 19 日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 平成 14 年 5 月 10 日 単元株制度採用の有無 有 （１単元 100株）

1．平成1 4年 2月中間期の業績（平成 13 年 9 月 1 日～平成 14 年 2 月 28 日）

(1) 経 営 成 績 （単位：百万円未満切捨て）

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年2月中間期 10,224 ( 13.9 ) 427 (△45.6 ) 550 (△30.7 )平成

13年2月中間期 8,974 ( 21.6 ) 785 ( 5.9 ) 793 ( 4.0 )平成

13年8月期 19,290 1,863 1,914平成

１株あたり中間
中間(当期)純利益

(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

14年2月中間期 222 (△25.8 ) 27 17平成

13年2月中間期 300 (△23.1 ) 43 96平成

13年8月期 822 109 48平成

(注)①期中平均株式数 14年2月中間期 8,189,750株 13年2月中間期 6,825,000株 13年8月期 7,513,109株
②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 配 当 状 況

１株当たり １株当たり
中間配当金 年間配当金

円 銭 円 銭

14年2月中間期 6 00 ─平成

13年2月中間期 6 00 ─平成

13年8月期 ─ 12 00平成

(3) 財 政 状 態

１ 株 当 た り
総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率

株 主 資 本
百万円 百万円 ％ 円 銭

14年2月中間期 16,588 5,569 33.6 680 10平成
13年2月中間期 12,393 4,961 40.0 726 95平成

13年8月期 13,241 5,445 41.1 664 88平成

(注)①期末発行済株式数 14年2月中間期 8,189,530株 13年2月中間期 6,825,000株 13年8月期 8,190,000株

②期末自己株式数 14年2月中間期 470株 13年2月中間期 ─株 13年8月期 180株

2．平成1 4年 8月期の業績予想（平成 13 年 9 月 1 日～平成 14 年 8 月 31 日）

１株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期 22,150 2,010 1,030 6 00 12 00

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期） 125 円 76 銭
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中間貸借対照表

（単位：千円）

期 別 前 事 業 年 度 の当中間会計期間末 前中間会計期間末 要約貸借対照表
(平成14年2月28日 ) (平成13年2月28日 ) (平成13年8月31日 )現在 現在 現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

% % %
（資産の部）

Ⅰ．流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 925,019 692,658 737,948
受 取 手 形 3,662 5,124 4,911

売 掛 金 213,671 282,659 336,238

た な 卸 資 産 2,823,082 1,986,501 1,943,010

繰 延 税 金 資 産 95,216 89,640 64,393

その他の流動資産 497,749 257,795 256,179

貸 倒 引 当 金 △ 1,035 △ 1,555 △ 1,832

流 動 資 産 合 計 4,557,367 27.5 3,312,825 26.7 3,340,849 25.2

Ⅱ．固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物 3,999,892 3,192,613 3,505,877

工具器具及び備品 367,488 390,717 356,997

土 地 973,946 947,475 973,946
14,906 108,141 17,792その他の有形固定資産

有形固定資産合計 5,356,233 32.3 4,638,947 37.4 4,854,615 36.7

無 形 固 定 資 産 100,334 0.6 95,882 0.8 98,610 0.7

投資その他の資産
差入敷金保証金 4,341,527 3,539,568 3,929,645

1,250,000 ― 162,000関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産 197,261 98,498 154,230

その他の投資等 789,132 708,622 702,425

貸 倒 引 当 金 △ 3,618 △ 846 △ 869

投資その他の資産合計 6,574,303 39.6 4,345,843 35.1 4,947,432 37.4

固 定 資 産 合 計 12,030,870 72.5 9,080,674 73.3 9,900,657 74.8

資 産 合 計 16,588,238 100.0 12,393,500 100.0 13,241,506 100.0
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（単位：千円）

期 別 前 事 業 年 度 の当中間会計期間末 前中間会計期間末 要約貸借対照表
(平成14年2月28日 ) (平成13年2月28日 ) (平成13年8月31日 )現在 現在 現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

% % %
（負債の部）

Ⅰ．流 動 負 債

買 掛 金 711,079 315,025 446,724
短 期 借 入 金 2,972,540 2,445,885 2,115,380

未 払 法 人 税 等 328,863 394,307 414,050

賞 与 引 当 金 263,187 240,974 247,539

その他の流動負債 676,468 495,240 615,937

流 動 負 債 合 計 4,952,139 29.8 3,891,432 31.4 3,839,631 29.0

Ⅱ．固 定 負 債

社 債 300,000 300,000 300,000

長 期 借 入 金 5,367,654 2,974,824 3,302,344

退職給付引当金 325,615 173,574 271,743

その他の固定負債 73,095 92,226 82,418

固 定 負 債 合 計 6,066,365 36.6 3,540,625 28.6 3,956,505 29.9

負 債 合 計 11,018,504 66.4 7,432,057 60.0 7,796,136 58.9

（資本の部）

Ⅰ．資 本 金 940,500 5.7 940,500 7.6 940,500 7.1

Ⅱ．資 本 準 備 金 1,118,500 6.7 1,118,500 9.0 1,118,500 8.4
Ⅲ．利 益 準 備 金 66,517 0.4 52,622 0.4 56,717 0.4

Ⅳ．そ の 他 の 剰 余 金

任 意 積 立 金 2,900,000 2,200,000 2,200,000

中間( )未処分利益 546,464 653,418 1,130,896当期

その他の剰余金合計 3,446,464 20.8 2,853,418 23.0 3,330,896 25.2

Ⅴ． △ 1,147 △0.0 △ 3,598 △0.0 △ 1,243 △0.0その他有価証券評価差額金

Ⅵ. 自 己 株 式 △ 1,100 △0.0 ― ─ ― ─

資 本 合 計 5,569,733 33.6 4,961,442 40.0 5,445,370 41.1

負 債 ・ 資 本 合 計 16,588,238 100.0 12,393,500 100.0 13,241,506 100.0
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中間損益計算書

（単位：千円）

期 別 前 事 業 年 度 の当中間会計期間 前中間会計期間 要約損益計算書
自 平成13年9月1日 自 平成12年9月1日 自 平成12年9月1日( ) ( ) ( )至 平成14年2月28日 至 平成13年2月28日 至 平成13年8月31日

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

% % %
Ⅰ．売 上 高 10,224,367 100.0 8,974,261 100.0 19,290,315 100.0

Ⅱ．売 上 原 価 2,759,177 27.0 2,534,344 28.2 5,534,929 28.7

売 上 総 利 益 7,465,190 73.0 6,439,917 71.8 13,755,386 71.3

Ⅲ．販売費及び一般管理費 7,037,248 68.8 5,653,960 63.0 11,892,181 61.7

営 業 利 益 427,942 4.2 785,956 8.8 1,863,205 9.6

Ⅳ．営 業 外 収 益 173,245 1.6 57,599 0.6 155,575 0.8

Ⅴ．営 業 外 費 用 50,840 0.5 49,600 0.6 104,230 0.5

経 常 利 益 550,347 5.3 793,956 8.8 1,914,550 9.9

Ⅵ．特 別 利 益 ― 0.0 762 0.0 461 0.0

Ⅶ．特 別 損 失 72,817 0.7 205,626 2.2 366,835 1.9

税引前中間(当期)純利益 477,530 4.6 589,092 6.6 1,548,176 8.0

法人税、住民税及び事業税 328,943 3.2 394,782 4.4 863,473 4.5

法 人 税 等 調 整 額 △ 73,920 △0.7 △ 105,717 △1.1 △137,846 △0.7

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 222,507 2.1 300,027 3.3 822,550 4.2

前 期 繰 越 利 益 323,957 353,391 353,391

中 間 配 当 額 ─ ─ 40,950

中 間 配 当 に 伴 う ─ ─ 4,095
利 益 準 備 金 積 立 額

中間(当期)未処分利益 546,464 653,418 1,130,896
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産
商 品 ……… 移動平均法に基づく原価法

貯蔵品 ……… 最終仕入原価法

(2) 有価証券

①子会社株式 ……… 移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの ……… 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は、資本の部に計上（全部資本直入法）し、売却原価は移
動平均法により算定

時価のないもの ……… 移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法

を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 18年～５６年

構築物 ５年～３０年

工具器具及び備品 ５年～１５年

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっております。

(3) 長期前払費用

定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下の方法により貸倒引当金を計上しております。

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末において発生すると認められる額を計上しております。

４．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．ヘッジ会計の方法

①繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ……… デリバティブ取引（金利オプション取引及び金利スワップ取引）

ヘッジ対象 ……… 有利子負債

③ヘッジ方針

原則として、ヘッジ対象と高い有効性があるとみなされるヘッジ手段を個別対応させて行って

おります。

④ヘッジの有効性評価の方法

所定の部署が事前テストによってヘッジ手段の有効性を評価し、その結果を社内管理文書に記
載し承認を受けます。

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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［表示方法の変更］

関係会社長期貸付金は、資産総額の百分の五を超えたため、区分掲記することといたしました。なお、

前中間期は投資その他の資産の「その他の投資等」に198,000千円含まれております。

［追 加 情 報］
前事業年度まで流動資産に掲記しておりました「自己株式」は、中間財務諸表等規則の改正により、当

中間会計期間より資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示しております。

なお、前中間会計期間及び前事業年度は流動資産の｢その他の流動資産」に含まれており、その金額はそ

れぞれ─千円及び401千円であります。

注記事項
（中間貸借対照表関係）

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度
（平成14年2月28日現在） （平成13年2月28日現在） （平成13年8月31日現在）

1.有形固定資産の減価償却累計額 1.有形固定資産の減価償却累計額 1.有形固定資産の減価償却累計額

2,852,285千円 2,409,300千円 2,646,004千円

2.担保資産 2.担保資産 2.担保資産

イ.担保提供資産 イ.担保提供資産 イ.担保提供資産
建 物 386,913千円 建 物 415,740千円 建 物 400,302千円

土 地 938,526千円 土 地 938,526千円 土 地 938,526千円

計 1,325,440千円 計 1,354,267千円 計 1,338,829千円

上記の担保資産に対応する債務 上記の担保資産に対応する債務 上記の担保資産に対応する債務ロ. ロ. ロ.

短期借入金 12,000千円 短期借入金 92,166千円 短期借入金 92,600千円

社 債 300,000千円 社 債 300,000千円 社 債 300,000千円
長期借入金 1,848,000千円 長期借入金 1,779,834千円 長期借入金 1,773,400千円

計 2,160,000千円 計 2,172,000千円 計 2,166,000千円

3.差入敷金保証金の内容 3.差入敷金保証金の内容 3.差入敷金保証金の内容

差入敷金保証金の中には､建 差入敷金保証金の中には､建 差入敷金保証金の中には､建

設協力金が2,265,649千円含 設協力金が1,880,381千円含 設協力金が2,050,867千円含

まれております。 まれております。 まれております。
なお､前事業年度末の建設協 なお､前事業年度末の建設協

力金の金額は1,593,416千円 力金の金額は1,593,416千円

であります。 であります。

4.偶 発 債 務 4.偶 発 債 務 4.偶 発 債 務

金融機関からの借入に対する保証 金融機関からの借入に対する保証 金融機関からの借入に対する保証

㈱キングスター 158,158千円 ㈱キングスター 270,965千円 ㈱キングスター 115,430千円

㈱ジェイエムジー 167,000千円 ㈱ジェイエムジー 186,800千円

㈱アルク 259,200千円 ㈱アルク 289,800千円

5.消費税等の取扱い 5.消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税 同 左

等は､相殺のうえ､流動負債の

「その他」として表示してお
ります。
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（中間損益計算書関係）

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

自 平成13年9月1日 自 平成12年9月1日 自 平成12年9月1日（ ） （ ） （ ）至 平成14年2月28日 至 平成13年2月28日 至 平成13年8月31日

1.営業外収益の主要項目 1.営業外収益の主要項目 1.営業外収益の主要項目

受 取 利 息 16,051千円 受 取 利 息 5,965千円 受 取 利 息 15,186千円

受 取 賃 貸 料 45,439千円 受 取 賃 貸 料 41,253千円 受 取 配 当 金 36,797千円

協 賛 金 95,237千円 受 取 賃 貸 料 83,497千円

2.営業外費用の主要項目 2.営業外費用の主要項目 2.営業外費用の主要項目

支 払 利 息 45,229千円 支 払 利 息 45,622千円 支 払 利 息 90,738千円

3.特別損失の主要項目 3.特別損失の主要項目 3.特別損失の主要項目

固定資産除却損 26,574千円 固定資産除却損 21,204千円 固定資産除却損 29,070千円
固定資産除却損は、店舗リニ 固定資産除却損は、店舗リニ 同 左

ューアル等に伴う有形固定資 ューアル等に伴う有形固定資

産の未償却残高及び差入敷金 産の未償却残高及び差入敷金

保証金の除却、店舗撤去費用 保証金の除却、店舗撤去費用

などであります。 などであります。

13,269千円 10,814千円 15,754千円建物及び構築物 建物及び構築物 建物及び構築物

そ の 他 13,305千円 そ の 他 10,390千円 そ の 他 13,316千円
計 26,574千円 計 21,204千円 計 29,070千円

37,409千円 52,100千円 98,121千円投資有価証券評価損 投資有価証券評価損 投資有価証券評価損

8,832千円 24,999千円 24,999千円役 員 退 職 金 ゴルフ会員権評価損 ゴルフ会員権評価損

退職給付会計基準 退職給付会計基準107,321千円 214,642千円
変更時差異処理額 変更時差異処理額

4.減価償却実施額 4.減価償却実施額 4.減価償却実施額

237,913千円 203,469千円 441,249千円有 形 固 定 資 産 有 形 固 定 資 産 有 形 固 定 資 産

659千円 563千円 1,222千円無 形 固 定 資 産 無 形 固 定 資 産 無 形 固 定 資 産
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（リース取引関係）

当中間会計期間 前中間会計期間 前 事 業 年 度

自 平成13年9月1日 自 平成12年9月1日 自 平成13年9月1日（ ） （ ） （ ）至 平成14年2月28日 至 平成13年2月28日 至 平成14年8月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係る注記 ファイナンス・リース取引に係る注記 ファイナンス・リース取引に係る注記

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 中間期末残高相当額 中間期末残高相当額

機械及び車両工具器具無形固 機械及び車両工具器具無形固 機械及び 車 両 工具器具無形固合 計 合 計 合 計
装 置 運搬具及び備品定資産 装 置 運搬具及び備品定資産 装 置 運搬具及び備品定資産

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
取得価額 取得価額 取得価額

139,084 21,440 3,580,667 79,443 3,820,636 139,084 24,765 2,394,79050,684 2,609,325 139,084 21,440 2,766,74150,684 2,977,951相当額 相当額 相当額

減価償却 減価償却 減価償却
30,907 10,395 1,278,912 25,309 1,345,525 7,726 9,377 788,49717,631 823,232 19,317 8,251 1,017,74422,700 1,068,014

額相当額 額相当額 額相当額累計 累計 累計

中間期末 中間期末 中間期末
108,177 11,044 2,301,754 54,134 2,475,110 131,358 15,388 1,606,29333,052 1,786,092 119,767 13,188 1,748,99627,983 1,909,937

残高 額 残高 額 残高 額相当 相当 相当

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 731,977千円 １年以内 506,283千円 １年以内 573,013千円
１年超 1,773,191千円 １年超 1,301,471千円 １年超 1,363,135千円

合計 2,505,169千円 合計 1,807,755千円 合計 1,936,149千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 377,007千円 支払リース料 252,225千円 支払リース料 555,911千円

減価償却費相当額 357,634千円 減価償却費相当額 237,882千円 減価償却費相当額 524,865千円
支払利息相当額 23,949千円 支払利息相当額 19,252千円 支払利息相当額 40,565千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法

…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定 …リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定 同 左

額法によっております。 額法によっております。

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法

…リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額 …リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額 同 左

を利息相当額とし、各期への配分方法については、 を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 利息法によっております。

オペレーティング・リース取引に係る注記 オペレーティング・リース取引に係る注記 オペレーティング・リース取引に係る注記

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

１年以内 5,953千円 １年以内 5,811千円 １年以内 5,953千円

１年超 82,362千円 １年超 88,316千円 １年超 85,339千円

合計 88,316千円 合計 94,128千円 合計 91,293千円

品目別売上高明細表

（単位：千円）

期 別 当中間会計期間 前中間会計期間 前 事 業 年 度
自 平成13年9月1日 自 平成12年9月1日 自 平成12年9月1日( ) ( ) ( )至 平成14年2月28日 至 平成13年2月28日 至 平成13年8月31日

品目別 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

% % %
フ レ ー ム 3,865,490 37.8 2,997,277 33.4 6,373,225 33.1

レ ン ズ 4,674,036 45.7 4,432,160 49.4 9,457,420 49.0
サ ン グ ラ ス 283,852 2.8 252,876 2.8 722,039 3.7

コンタクトレンズ 1,192,992 11.7 1,102,323 12.3 2,345,626 12.2

コ ン タ ク ト 備 品 87,447 0.8 79,911 0.9 162,270 0.8

そ の 他 120,547 1.2 109,711 1.2 229,733 1.2

合 計 10,224,367 100.0 8,974,261 100.0 19,290,315 100.0

（注）その他には、既製老眼鏡、光学機器等が含まれております。

（有価証券関係）
当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。
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